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平成１７年３月１８日 

告示第３６号 

改正 平成１７年１２月７日告示第２４０号 

平成２３年３月２２日告示第６５号 

平成２４年３月３０日告示第５１号 

平成２５年３月７日告示第１７号 

平成２５年６月５日告示第８５号 

平成２５年１２月１３日告示第１７６号 

平成２５年１２月１３日告示第１７７号 

平成２６年４月１日告示第７２号 

平成２６年１０月１日告示第１４３号 

平成２７年６月３日告示第１２０号 

平成２７年１２月１８日告示第１６２号 

平成２７年１２月２８日告示第１７２号 

平成２８年３月２２日告示第３３号 

平成２８年４月１日告示第５９号 

注 平成２６年４月から改正経過を注記した。 

（目的） 

第１条 この告示は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２７年滝沢市規則第４０号）

第３条第１項第１号の規定に基づく事務として、介護保険法（平成９年法律第１２３号。

以下「法」という。）第２７条の規定による要介護認定又は法第３２条の規定による要

支援認定を受けた被保険者のうち、低所得で生計が困難であると認められる者が、あら

かじめ県及び市に利用者負担額の軽減を実施する旨を申し出た社会福祉法人等（以下「軽

減法人等」という。）が提供する軽減対象となる介護保険サービスを利用する場合に、

軽減法人等が軽減対象者のサービス利用に伴う利用者負担額の一部を軽減することによ

り、低所得利用者の生活の安定及び介護保険制度の円滑な実施に資することを目的とす

る。 

（平２７告示１６２・一部改正） 

（対象者） 

第２条 対象者は、住民税世帯非課税であって、次の要件の全てを満たす者のうち、市長

がその者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計困難であると認定

した者（以下「軽減対象者」という。）に対して行う。 
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（１） 年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算

した額以下であること。 

（２） 預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円

を加算した額以下であること。 

（３） 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。 

（４） 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

（５） 介護保険料を滞納していないこと。 

２ 前項の場合において、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する保護受給

者（以下「生活保護受給者」という。）、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）に規定する支援給付を受けている世帯に属する者及び旧措置入所者で利用者負

担割合が５パーセント以下の者は、軽減の対象としない。ただし、次の各号のいずれか

に該当する負担額については、軽減の対象とする。 

（１） 生活保護受給者に係る個室の居住費 

（２） 旧措置入所者で、利用者負担割合が５パーセント以下のものに係るユニット型

個室の居住費 

３ 平成２５年８月１日、平成２６年４月１日又は平成２７年４月１日のいずれかに施行

の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者であって、廃止時点において本

事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居住費の利用者

負担がなかったもののうち、引き続き第１項に該当するものについては、前項の規定に

かかわらず、軽減の程度を居住費以外にかかる利用者負担については４分の１（老齢福

祉年金受給者は２分の１）を原則とするとともに、居住費に係る利用者負担については

全額軽減とする。 

（平２６告示７２・平２６告示１４３・平２７告示１２０・一部改正） 

（対象サービス及び軽減内容） 

第３条 軽減対象者が利用者負担の軽減を受けることができる介護保険サービスは、軽減

法人等が行う、法に基づく次のサービスとする。 

（１） 訪問介護 

（２） 通所介護 

（３） 短期入所生活介護 

（４） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（５） 夜間対応型訪問介護 

（６） 地域密着型通所介護 

（７） 認知症対応型通所介護 
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（８） 小規模多機能型居宅介護 

（９） 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（１０） 複合型サービス 

（１１） 介護福祉施設サービス 

（１２） 介護予防訪問介護 

（１３） 介護予防通所介護 

（１４） 介護予防短期入所生活介護 

（１５） 介護予防認知症対応型通所介護 

（１６） 介護予防小規模多機能型居宅介護 

（１７） 第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業（自己負担割合が保

険給付と同様のものに限る。） 

（１８） 第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保

険給付と同様のものに限る。） 

２ 軽減対象とする費用及び軽減割合は、前項に掲げるサービス（法第４３条第１項に規

定する居宅介護サービス費区分支給限度基準額を超えないものに限る。）につき、それ

ぞれ別表に掲げるとおりとする。ただし、特定入所者介護（介護予防）サービス費を支

給された場合にあっては、当該額から当該特定入所者介護（介護予防）サービス費の額

を控除した額とする。 

（平２７告示１２０・平２８告示５９・一部改正） 

（申請手続） 

第４条 第２条の規定による軽減の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、社会福祉法人等利用者負担軽減対象認定申請書（様式第１号）及び社会福祉法人等

利用者負担軽減対象認定申請に係る収入等申告書（様式第２号）を市長に提出するもの

とする。 

（認定） 

第５条 市長は、前条の申請を受けたときは、第２条に規定する軽減対象事由の該当の有

無を審査及び決定の上、社会福祉法人等利用者負担軽減対象認定通知書（様式第３号。

以下「認定通知書」という。）により、その結果を申請者に通知するものとする。 

（利用者負担） 

第６条 軽減対象者は、社会福祉法人等に対し前条の認定通知書を提示し、軽減された利

用者負担額を支払うものとする。 

（軽減法人等に対する助成） 

第７条 市長は、軽減法人等がこの告示に基づき軽減対象者に利用者負担の軽減を行った

場合、当該軽減法人等に対して軽減に要した費用の一部を助成するものとする。 
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（不正利得の返還） 

第８条 偽りその他不正の行為によって、この告示に基づく対象サービスに係る利用者負

担の軽減を受けた者があるときは、市長は軽減法人等と協議の上、軽減額の全部又は一

部を当該軽減を受けた者から軽減法人等に返還するよう求めるものとする。 

（補則） 

第９条 この告示の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月７日告示第２４０号） 

この告示は、平成１７年１２月７日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２２日告示第６５号） 

この告示は、公示の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年３月３０日告示第５１号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月７日告示第１７号） 

この告示は、平成２５年３月７日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年６月５日告示第８５号） 

この告示は、平成２５年８月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月１３日告示第１７６号抄） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月１３日告示第１７７号） 

この告示は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年４月１日告示第７２号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１０月１日告示第１４３号） 

この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年６月３日告示第１２０号） 

この告示は、平成２７年６月３日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年１２月１８日告示第１６２号） 

この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日告示第１７２号） 

この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２２日告示第３３号） 
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（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続であって、

この告示の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの告示の施行前にされた申

請等に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この告示の施行の際、それぞれの告示に規定する様式による用紙で、現に残存するも

のは、当分の間、所要の改正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成２８年４月１日告示第５９号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

（平２８告示５９・全改） 

対象サービスの種類 軽減対象となる利用者

負担額の種類 

軽減割合 

訪問介護（法第８条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（法

第８条第１５項） 

夜間対応型訪問介護（法第８条第１６項） 

介護予防訪問介護（地域における医療及

び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成２

６年法律第８３号）附則第１１条又は第

１４条第２項によりなおその効力を有す

るとされる同法第５条の規定による改正

前の法（以下「改正前の法」という。）

第８条の２第２項） 

第一号訪問事業（法第１１５条の４５第

１項イ）のうち介護予防訪問介護に相当

する事業（自己負担割合が保険給付と同

様のものに限る） 

① 介護費負担金 ① 利用者負担の４分

の１軽減を原則とす

る。ただし、老齢福祉

年金受給者及びこれ

に準ずる者と市長が

認めた者は、２分の１

軽減とし、第２条第３

項に規定する者は、個

室の居住費に限り１

０分の１０とする。 

② 生活保護受給者は、

個室の居住費に限り

１０分の１０とする。 

通所介護（法第８条第７項） 

地域密着型通所介護（法第８条第１７項） 

認知症対応型通所介護（法第８条第１８

項） 

① 介護費負担金 

② 日常生活費におけ

る食費 
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介護予防通所介護（改正前の法第８条の

２第７項） 

介護予防認知症対応型通所介護（法第８

条の２第１３項） 

第一号通所事業（法第１１５条の４５第

１項ロ）のうち介護予防通所介護に相当

する事業（自己負担割合が保険給付と同

様のものに限る。） 

短期入所生活介護（法第８条第９項） 

介護予防短期入所生活介護（法第８条の

２第７項） 

① 介護費負担金 

② 日常生活費におけ

る食費及び滞在費 

小規模多機能型居宅介護（法第８条第１

９項） 

複合型サービス（法第８条第２３項） 

介護予防小規模多機能型居宅介護（法第

８条の２第１４項） 

① 介護費負担金 

② 日常生活費におけ

る食費及び宿泊費 

介護福祉施設サービ

ス（法第８条第２７

項） 

旧措置入所者で利用

者負担割合が５％以

下の者 

日常生活費における居

住費（ユニット型個室

に係るものに限る。） 

その他の入所者 ① 介護費負担金 

② 日常生活費におけ

る食費及び居住費 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護（法第８条第２２項） 

① 介護費負担金 

② 日常生活費におけ

る食費及び居住費 
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様式第１号（第４条関係） 

（平２８告示５９・全改） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

（平２８告示３３・全改） 

 


